
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成 24 年 5 月 20 日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）：本研究は、牛海綿状脳症（BSE、狂牛病）に関する食の安全対策を

事例として、日本・アジア・欧米における健康リスクの管理・コミュニケーション戦略の現状

についての比較実証分析を行うことを目的とした。健康リスク管理においては、安全と安心の

両者を実現することが政策目標とされるが、マスメディアにおける政策選択議論での科学的知

見の用いられ方は多様である。リスク管理の国際協調、また BSE 等の通商問題を考える上で、

国家間のリスク認識の差異を十分に考慮して対処すること、また一歩進めて、これを戦略的に

維持・変化させることは、国際的にも国内的にも政策目標達成の有力な手段となり得る。しか

し、メディアが国・地域を超えてその価値の相違・対立、さらにこれに起因する政策の齟齬、

政治的対立を十分に分析・議論しているとは言い難いのが現状である。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The policy processes of health risk management for BSE (mad cow diseases) and vCJD 
in several countries were examined, focusing on their communications efforts to attain 
safety and reassurance. There observed different kinds and levels of risk concerns 
across national borders, which resulted in the discordance of safety regulations, and 
trade disputes. Those differences and disputes could serve, at the same time, as 
valuable vehicles to re-examine national safety policies, and to advance international 
policy harmonization. Mass media did not sufficiently play its function in this aspect, 
providing public fora and standard logics for discussion.  
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
21 年度 1,300,000 390,000 1,690,000 

22 年度 1,200,000 360,000 1,560,000 

23 年度 800,000 0 800,000 

年度  

  年度  

総 計 3,600,000 510,000 4,100,000 

 
 
研究分野：社会医学 
科研費の分科・細目：国際保健医療研究 
キーワード：社会医学、コミュニケーション、マスメディア、健康リスク、比較政策 

機関番号：８２６０２ 

研究種目：基盤研究 (C) 

研究期間：2009-2011 

課題番号：21590682 

研究課題名（和文） リスクコミュニケーションにおける新聞報道のあり方に関する 

国際比較研究 

  

研究課題名（英文） International comparative study on newspaper reports on health risks

  

研究代表者 

佐藤 元 （SATO HAJIME） 

国立保健医療科学院・政策技術評価研究部・部長 

 研究者番号：70272424 



 

 

 
１．研究開始当初の背景 
保健・医療の分野におけるリスク管理、特

に科学的な不確実性が存在する状況下でど
のようにリスクに対処するか、という点は、
各国政府が試行錯誤の中で苦慮しており、ま
た理論構築の遅れている問題である。本問題
を考えるに際しては、科学的知見や専門家を
政策過程においてどのように位置付けるか、
多様な社会集団・一般市民とどのようにコミ
ュニケートするかも重要な課題である。リス
クに関する科学的知見が十全でない中で（市
場）行動の規制を正当化する予防原則
（Precautionary principle）の法・社会制
度における位置づけにも深く関わり、政策空
間の戦略的管理が求められる。 
リスク管理（リスクマネージメント）を考

える場合、リスクの技術的評価に加えて、
リスクの社会的評価・リスク対処に関する
社会的判断を総合的に考えることが必要で
ある。また、それらの評価・判断がどのよ
うに形成されるかという社会過程の分析、
またその過程への介入性を考えることは、
管理の戦略を検討する上で重要な課題であ
る。政策誘導の可能性を考慮するに際して
も必須の項目である。 
 
２．研究の目的 
本研究は、健康リスクに関わる政策（およ

び政策決定システム）の実態調査を通じて、
日本・アジア・欧米における同リスクの管理
システム・政策の現状についての比較実証分
析を行い、本分野の理論的発展と共に実際的
政策提言を図る。特に、牛海綿状脳症（BSE）
に関する各国の健康リスク管理（制度、戦略）
の実態と、これらの効果を検討することを通
じて、現行のリスク管理モデル・理論の検証
と実効性評価を行う。リスクコミュニケーシ
ョンのあり方、リスクの合理的受容、政策過
程における専門家・市民の位置付けの検討も
課題として含む。 
 
３．研究の方法 
(1) 研究体制、データ収集 
 既存の政策過程研究、リスクコミュニケー
ション研究を総覧した上、食品・食料安全問
題として現在も重要な政策課題である「狂牛
病（BSE）対策」について、日、米、英、仏、
韓の 5 か国の新聞（主要日刊紙）記事を収集
した。必要に応じて、統計資料、行政資料、
またその他の文献・出版資料を収集した。 
 
(2) 分析モデル、方法 
 科学的言説や科学的確実性が政策議論の

中で用いられる方法について Majone の分析
手法を、また問題の規模、政治的要因、政策
手段の利用可能性とカップリング力学につ
いては Kingdon の手法を中心として政策の
成立・実施過程を分析した。さらに Advocacy 
coalition framework による分析視点からの
検討を加えた。 
 
４．研究成果 
  BSE 対策に関して各国政府は不十分な政
策対応を国民に批判され、また不十分な政策
の国際協調は通商に関する国際的争議を惹
起した。 
 
（1）英国の BSE 対策 
 英国では 1985 年、世界で初めて BSE 牛が
政府機関により公式認定され、1987 年には異
常プリオンが BSE の原因であること、肉骨粉
の飼料利用が英国牛における BSE の発生・流
行の原因として疑われることが発表された。
1988 年、BSE は届出動物伝染病に指定され、
肉骨粉の使用禁止、発症牛の枝肉廃棄、さら
に哺乳類を原料とする飼料の使用禁止など
を自主的に行うよう要請した。 
 直 ち に 設 立 さ れ た 専 門 家 委 員 会
（Southwood）は、牛 BSE が人に感染する可
能性は極めて低いとの意見をまとめ、英国政
府は特定臓器の排除を義務付けながらも「英
国産牛肉は安全」との発表を行い（1990）、
人々の消費不安を予防しようとした。しかし、
BSE 感染牛の脳を摂取した猫・豚やマウスへ
の感染が確認され、不安はなかなか解消しな
い。牛肉売上は 25％減少し、多数の地方自治
体では、学校給食に英国産牛肉を使用するこ
とを禁止する事態となった。そこで政府は追
加措置として、BSE 発症牛の破棄と、それに
対する補償制度を定め、特定臓器を家畜飼料
とすることの禁止、また輸出を許可制にする
法令を制定した。 
 1992 年以後になると、BSE からの感染によ
ると思われる人 vCJD 発症例の報告が散見さ
れるようになる。他方、感染牛の破棄や肉骨
粉などの使用禁止措置にも拘わらず、牛 BSE
の流行は収束せず、これは禁止措置導入時の
飼料在庫に依るものでなく、措置自体の施行
遵守が不十分で政府対応が実効性を欠くも
のと見なされるようになった。これを踏まえ
1994 年、EU 及び英国政府は哺乳類蛋白質（成
分）を飼料として使用することを禁止する。
加えて英国では食肉衛生局（Meat Hygiene 
Service）が設置され、政策の実効性を高め
ることが期待された（1995）。遂に 1996 年 3
月、英国海綿状脳症専門家委員会は、BSE の



 

 

人への感染例が確認されたと公表、これによ
り人々の牛肉消費に対する不安は大きく高
まった。政府はこれに対して、30 月齢以上の
牛（組織）が食物連鎖に入らない事を目標に
掲げ、哺乳類肉骨粉の販売・使用を法的に禁
止した。 
 人への BSE 感染が発表され、EU は英国から
の生牛、牛肉（製品）、肉骨粉などの禁輸措
置をとる。EUは翌年、牛の特定危険部位使用
を禁止すると共に、各国に牛追跡体制の整
備・強化を求める（1997）。また BSE 監視体
制の整備指針を定め、国別の BSE リスク評価
を開始した。これを受けて英国政府は（EU の
要請の科学的根拠は希薄としながらも）、牛
追跡体制（牛肉輸出データベース）の整備、
BSE 発生畜牛群の屠殺処分、牛肉出荷前の骨
の除去、測定危険部位と 30 月齢以上の牛の
焼却処分を決定した。続いて、2001 年、農場
で死亡もしくは障害を発症した 24 月齢以上
の牛の全頭、30 月齢以上（後に 24 月齢以上
に変更）の牛については抽出標本について
BSE 検査を義務付けた。 
 英国では、1990 年代の BSE 対策について評
価が実施され、政策判断が人への感染の可能
性を排除した考え方に依りすぎていたこと、
農水省と保健省の連携が良くなかったこと、
農水省内で畜産振興と消費者安全が同時に
主管されていたこと等が反省点として議論
された。これらを踏まえて、食品安全庁が創
設（2002）されることとなる。 
 
（2）フランスの BSE 対策 
 英国で 1985 年に BSE の存在が確認された
時、フランス国内ではごく少数の専門家が関
心を有するのみであった。しかし、中には、
英国専門家委員会（Southwood）報告書にお
いて、BSE の人への感染可能性があり得るこ
とに着目した者がおり、BSE 抑止のために英
国内で肉骨粉を含む特定臓器の使用が禁止
されたことにより、（生牛と共にこれら危険
部位の輸入が増加することで）フランス国内
の畜産に対する危険が高まったとの警告も
発せられた。また、英国から既に輸入された
生牛・肉骨粉により、1991 年には国内で BSE
感染牛が出現することを予測した。これらを
踏まえて、農務省畜産課は 1989 年、英国製
肉骨粉を哺乳類飼料に用いないようにとの
通知を畜産農家向けに出す。 
 英国内の肉骨粉使用禁止は（輸入販売）価
格低下を招き、フランス国内の使用禁止措置
が通知という緩い手段に依っていたことと
相まって、英国からの牛肉・肉骨粉の輸入は
増加する。フランス肉骨粉生産者組合、飼料
輸入組合は繰り返し農務大臣に書簡を送り、
BSE 発生は畜産業のみでなく人の健康リスク
としても抑止が必要であり、より実効性のあ
る政策を要請、政府は 1990 年に（英国製に

依らず）肉骨粉の牛飼料としての使用禁止を
法制化した。哺乳類全体ではなく牛の飼料の
みを規制対象としたのは、飼料加工業界なら
びに農務省が、（全面的禁止措置が執られる
と）畜産・飼料産業で経済的困難が起こるこ
とを恐れて妥協点を求めたためであった。 
 1990 年春に英国で猫・豚に BSE が感染する
ことが確認され、フランス国内メディアも
BSE の危険性について報道するようになった
が、国内発生例がないこの時点において市民
の関心は大きいとはいえず、また英国産牛関
連製品の禁輸措置については賛否両論あり、
中には保護貿易措置が真意であろうとの批
判も存在した。英国産製品に対する禁輸措置
は、EU 農学専門会議（SVC）では批判された
が、一方で農水相会議は英国に SVC の提言以
上の措置を求めることを決定し、フランスは
禁輸措置を解除するに至る。国内的には、BSE
の届出義務を定めて監視態勢を整えた
（1990）。 
 フランス国内における BSE 第一例は、1991
年 2月に報告され、その数は徐々に増加した。
しかし、これは行政官の間では予想されたこ
ととして受け取られ、保健省は医薬品や乳児
食品に牛特定臓器（由来成分）を用いないよ
うにとの規則を制定したが、必要な措置は大
方既にとられているとの認識であった。人
CJD の監視体制は保健省・国立研究所
（INSERM）の主導によって 1991 年に設置さ
れたが、BSE に関する研究体制の整備につい
ては、なかなか進展しなかった。また、BSE
発症牛は直ちに屠殺焼却されたが、同一群全
体の焼却は 1994 年まで義務化されず、国内
産の牛特定臓器の使用禁止も 1996 年までは
義務化されなかった。 
 EU/EC、特にその農業部門と農学専門委員
会 SVC は英国の影響下にあったが、特にドイ
ツの要請により全ての哺乳類飼料から肉骨
粉を排除する通達が採択された（1994/6）。
しかしフランス国内における 1993/6 迄の確
認された BSE 発生は 6例に留まり、大方は英
国の問題であるとの認識であった（その後、
1995/5 の調査で 12 頭の乳牛で BSE が報告さ
れた）。 
 人におけるｖCJDの発症が1996/3に英国で
公表され、フランスは直ちに英国産牛肉の禁
輸を行うと同時に、省庁間連絡会議を設置し
た。消費者は敏感に反応し、国内牛肉の売上
は 50%減少した。市民の不信は政府にも向け
られ、BSE の人へのリスクを隠蔽していたの
ではないか、畜産業界の意向に沿って不十分
な対策に終始して来たのではないかとの新
聞論説も現れた。1996/6、議会は BSE 対策に
関わる過去の政策評価と政治責任を問う調
査委員会を設置するに至った（主要な結論は、
問題の本質は英国と欧州他国の誤った行動
によるものであり、フランスの対応に問題は



 

 

ないとされた）。しかし、BSE 問題は、公衆衛
生監視、食品衛生、環境衛生など複数の公衆
衛生行政に関わる組織改革の大きな契機と
なった。特に食品衛生庁（AFSSA）は、保健
相、農相、消費者相の下に置かれ、人の食品、
動物飼料、遺伝子組み換え作物に関するリス
ク評価、政策提言、研究を行うものとされた。
英国牛肉への禁輸措置解除はなかなかとら
れなかった。BSE には飼料のみでなく複数の
感染経路があるのではないか（特に、英国で
は感染牛のみが処分され、同一畜群全体の屠
殺焼却は行われていなかったことを問題視）、
また英国での政策実施状況・実効性（特に
牛・牛肉の追跡体制）が確認されていないこ
と等がその理由とされる。最終的には、欧州
裁判所が禁輸継続に対して罰金を科すに至
り、2002 年 10 月禁輸解除を行った。 
 2000 年 10 月、フランス国内の食肉加工業
者が、BSE 感染牛を群れから離して出荷する
という事態が報道された。BSE 感染牛は、他
の牛が食肉加工に出荷された数日後に処理
場に出荷され、その際の検査で感染が確認さ
れた。本来、BSE 個体が発見された畜群は屠
殺焼却が義務化されており、今回の事例が、
経済的損失を嫌って意図的に BSE 牛（を隠蔽
して）発見群の処理を忌避したのか、BSE 感
染牛（肉）は市場に出荷されたのか、といっ
た疑義が論ぜられ、小売りチェーン（カルフ
ール）は当該加工場からの全ての挽肉のリコ
ールを行うなど対応に追われた。前後してこ
の時期には、vCJD のリスク、発症症例がメデ
ィアで報道され、市民の間でも関心・不安の
高まりが背景として存在したと考えられる。
地方自治体の中には、学校給食での牛肉使用
を停止する所も少なくなかった。その結果、
全体として国内牛肉販売は 35％以上減少し
た。 
 BSE への対応は改めて政治責任が問われる
所となり、首相が AFSSA に諮問を行う中、大
統領は答申を待たずに肉骨粉禁止の必要性
を声明で述べるなど、大統領と首相の政争の
課題としても無視できないものとなった。一
週間後、首相は肉骨粉使用の全面禁止を決定
する。1996 年の施策の実効性が十分でない可
能性があるとの理由で決定されたが、専門家
の間では、この時点（2000）では（BSE 感染
牛が累積として漸増していても）政策評価を
行うには時期尚早であり、実際には世論対策
としての決定であったといわれる。 
 
（3）日本の BSE 対策 
 英国での狂牛病（BSE）発生を受けて 1986
年、日本では英国からの肉骨粉を含む牛肉類
の輸入が自主規制され、次いで農水省により
禁止、肉骨粉等の哺乳類臓器を哺乳類向け飼
料として用いることの禁止通達が出された。
さらに 1997 年、BSE の人への感染が確認され

たため、家畜伝染病予防法の改正により BSE
は届出を要する家畜疾病に指定した。WHO が
公表した報告書もこれを追認することとな
った。その後 2000 年、欧州での BSE 拡大を
受けて、牛の脳・脊髄の輸入の自主停止、さ
らに農水省によって肉骨粉を動物飼料とし
て用いることを禁ずる通達が出る。翌 2001
年、厚生労働省は欧州からの牛肉（製品）の
輸入を禁止、農水省は 24 月齢以上で異常な
神経症状を呈する牛の監視プログラムを開
始した。国内では「安全な国産牛肉」を謳っ
て製品差別化を図るキャンペーンが実施さ
れる。 
 日本での BSE 発生は、2001 年 8 月に確認さ
れた。農林水産省は直ちにこれを公表すると
共に、BSE 牛の発生した農園からの肉牛の出
荷を停止した。農林水産省は BSE 牛の（全頭）
緊急調査を実施、BSE スクリーニング検査の
強化、異常神経症状を呈するか全般的に体調
不良な 24 月齢以上または神経症状に依らず
30 月齢以上の牛の検査を義務化した（検査対
象を 24 月齢以上としたのは、これ以下の牛
では BSE検出が技術的に困難とされた為であ
る）。禁輸措置は英国外の国々にも拡大され、
飼料および肥料として使用する場合にも国
に依らず肉骨粉の輸入は禁止された。その後、
消費者に安心を与えるため（また正確な月齢
判断が困難）という理由で、月齢に依らない
屠畜場での全頭検査が導入された（2001/10）。
さらに政府は、BSE 予防により消費者保護と
畜牛（関連）産業育成を図ることを目的とし
て、BSE 対策特別措置法（2002）により、畜
牛飼料としての肉骨粉使用の禁止、死亡牛の
届出・検査義務、屠畜場での BSE 検査、畜産
農家への補償、市民への教育・広報、さらに
牛の全頭追跡体制の確立を法制化した。 
 2003 年には食品安全基本法が制定され、内
閣府に食品安全委員会（情報収集、リスクの
評価・コミュニケーション、危機管理計画を
主務として、政策実施機関としての農林水産
省・厚生労働省と共同する）が設置されると
共に、消費者安全を担う部門と産業振興部門
を分離する農林水産省内の機構改革が実施
された。国産牛において BSE が発生する以前
のリスクコミュニケーション、BSE に係わる
（全頭）検査体制の正当性や必要性に関する
議論については、審議会・パブリックコメン
トでも意見が分かれた所である。。 
 米国・カナダでの BSE 発生を受け、直ちに
これらの国からの牛肉禁輸措置がとられた
（2003）が、これは大きな経済・通商問題と
なった。日米 BSE 問題作業会議が設置され、
両国間における BSE リスク（牛）管理体制の
相違が議論の俎上に上る。食品安全委員会は
翌年（2004）より、日本の BSE 対策の（再）
評価に着手し、長い議論の末（2005）、BSE・
vCJD 撲滅の為には、30 月齢以上の有リスク



 

 

牛の検査、牛追跡体制、特定危険部位の除去
および飼料規制は必要としながら、（感染し
ていても潜伏期にある 20 月齢以下の牛につ
いては BSE プリオンの検出が困難な）現行の
検査の下で全頭検査を行うことは（費用対効
果という観点からも）殆ど意味がない（また、
20 月齢以下の牛を検査対象から除外しても、
人におけるｖCJD 発生率には殆ど影響がな
い）との結論を出した。 
 禁輸措置から二年後（2005/6）、日本向け
輸出に関しては、牛肉輸出証明プログラム
（特定危険部位の除去、牛追跡体制の導入、
牛月齢の証明義務、20 月齢以下でのみ BSE 検
査を不要とする等）による認証を受けるとい
う条件で合意、同月には BSE 対策特別措置法
が改正された（全頭検査を廃止して 21 月齢
以上を検査義務対象とした）。2006 年末に禁
輸措置は解除されたものの、上記プログラム
への違反事例の発見により、数次にわたって
米国牛肉の禁輸が復する事態となる。米国畜
産業界は、日本の安全審査基準が国際基準
（30 月齢以下の検査は不要）よりも厳しく科
学的根拠を欠くものとして継続して不満を
表明しており、また国際農業機関（OIE）が
米国の BSE リスクをレベル 2（月齢に依らず
牛を輸出して良い）国に指定したことより、
農務省を中心とした米国政府もまた、日本政
府に全面的牛肉輸入の再開を求めている。 
 
（4）米国の BSE 対策 
 英国における BSE 発生に対して、米国政府
は、農務省（USDA）の動植物検疫課（APHIS）・
食品安全監視課（FSIS）、食品医薬品安全庁
（FDA）、行政管理局（GAO、 Government 
Accountability Office）といった政府機関
を通じて、BSE の発生を予防し、畜牛と人を
守る努力を開始した。既存の科学的知見に基
づいた政策決定が基本方針とされたが、一方
で、市民の不安を予防・鎮静するための手段
も必要と考えられた。BSE 感染牛の発生（ま
た、それによる人の健康被害）に関する実際
のリスクが低いとしても、英国の事例を考え
れば、人々は牛肉の安全（性）について、容
易には納得しないであろうとの懸念が存在
したためである。 
 こうして 1988 年に農務省関連部局の作業
部会が設置され、その翌年には、農務省動植
物検疫課によって BSEリスクが高いとされた
国々からの生牛および他の哺乳類輸入が全
面禁止となる。また、1990 年、米国政府は世
界獣疫機関（OIE）の策定した動物監視基準
を採用して、BSE 検査プログラムが導入（牛
脳 40 例が検査された）された。 
 この時点においては、狩猟肉として消費さ
れるシカ・ヘラジカにみられる慢性消耗性疾
患（chronic wasting disease）が BSE に類
似の異常であるとして着目を集めていた。

BSE の研究者の多くは対策や予防プログラム
には懐疑的であり、狂牛病症状の発現前に
BSE を診断できる検査キットの開発に注力し
ていたが、これは短期間には成果が得られな
かった。プルジナーを始めとして、プリオン
が感染症を引き起こす・引き起こしていると
いう仮説を支持する科学者・知見も存在した
が、著名な研究者の中にもこれらに疑義を呈
するなど、意見の相違が見られた。現実には、
科学的知見が不確かな状況下において、BSE
検査の方法の開発、システムを確立するため
の予算確保についても賛否が分かれ、その実
現には時間が必要であった。 
 一方、BSE 予防策は、消費者・農業関係者
の両者に総論としては歓迎されたものの、各
論的には、多大な費用と時間をかけても些細
なリスク軽減が得られるのみであると批判
の対象となった方策も存在した。この時点で、
全米畜産牛肉協会（National Cattlemen ・ s 
Beef Association、NCBA）、牛肉販売促進連
合（Meat Promotion Coalition）、食肉加工
業者団体、市民のための科学センター
（Center for Science in Public Interest）、
有 機 消 費 者 機 関 （ Organic Consumers 
Organization）、また（畜産農業の代弁機関
である）消費者権利センター（Center for 
Consumer Freedom）など、多くの非政府団体
が議論に参加する。 
 その後、1990 年代の後半にかけ、欧州で
BSE 発生が拡大したため、UDSA は全欧州から
の生牛、牛飼料、牛肉製品の輸入を禁止、FDA
は哺乳類タンパク質を含む動物飼料の使用
を禁止した（1997 年）。翌 1998 年、UDSA は
Harvard 大学リスク分析センターに BSE リス
クの評価を依頼、米国において BSE の集団発
生（流行）が起こる確率は極めて小さいとの
答申を得て発表した。その一方、2002-2003
年にかけて、BSE 検査プログラムは拡大され、
約 20,000 頭の牛脳が検査対象とされた。も
っとも、屠畜場に移送後に歩行困難・興奮状
態を呈するなど神経異常が疑われた牛が選
別されて検査対象となっており、これは全米
で年間に屠殺される3500万頭の牛の1％以下
であった。また、本検査には、同様の神経異
常を呈しても農場で死亡する個体は含まれ
ない。 
 米国政府は、2003 年初頭になり輸入制限を
緩めて、以前には BSE リスクが高いと見なさ
れていた国からであっても、1989 年以後に適
切な BSE 対策を導入している場合には、BSE
感染リスクが小さいと見なしうる製品の禁
輸措置を撤廃する。カナダは、初期から輸入
再開の対象国とされていた。しかし、同
（2003）年 5月、カナダ・アルバータ州の異
常牛が BSE感染牛であることが確認されたた
め、米国はカナダ産の牛肉・生牛を直ちに禁
輸とした（カナダ政府は、牛は米加国境で頻



 

 

繁に取引されており、また自由に国境を跨い
で放牧されていることを考慮すれば、この禁
輸措置は妥当性を欠くとして批難）。 
 ついに 2003 年 12 月 23 日、米国内ワシン
トン州で BSE 陽性牛が発見・報告される。50
以上の国々が、米国産牛・牛肉製品の禁輸を
行うに至り、USDA は、この牛は 1997 年の飼
料禁止以前に生まれた個体であること、また
少し遅れて、これがカナダ産の個体であった
ことを公表・強調した。一週間後（12 月 31
日）、 
食品安全監視課（FSIS）は、30 月齢以上の牛
の特定危険部位の使用を禁止、月齢確認手続
きを導入、（複数個体の多部位を混在させる）
先端食肉加工技術（Advanced meat recovery）
を禁止すると共に、30 月齢以上の牛について
は空気銃（スタンガン）による屠殺を禁止し
た。 
 しかし、米国におけるこの時点での BSE 検
査体制を振り返ると、BSE 疑い個体は選別さ
れ検査に回されたものの、検査結果が出る前
に屠殺処理され食肉加工へと送られている
というのが実態であった。そのため、2004 年
3 月、歩行困難牛（由来牛肉）は BSE 検査陰
性が確認される迄、食肉加工に回されないよ
うに「検査・留め置き規則」が導入された。
さらに、2004 年、より多くの歩行困難牛を検
査対象として BSE発症牛の割合を探るプログ
ラムが開始された。上記の検査プログラムが
終了する時点（2005 年 11 月）迄で、525,000
頭の歩行困難牛の内、BSE 検査陽性は 1 例、
また対照として調べられた 21,000 頭の正常
牛では全例が BSE 検査陰性であった。 
 この間、米国政府は、欧州で広く用いられ
て い た 迅 速 ス ク リ ー ニ ン グ （ rapid 
screening）検査を採用し、不確定結果例に
ついては、免疫組織化学（IHC）検査を併用
することとした。2005 年 6月には、米国にお
ける BSE 感染牛の 2例目、米国産牛としては
1 例目が報告。検査体制が再検討されて、迅
速検査での不確定例については、ウェスタン
ブロット法と IHC検査の両者で確認すること
とされた。検査対象牛（月齢）については、
西欧では 24 月齢以上の全頭と異常牛の全て
を BSE の検査対象とし、日本では食用とされ
る牛全頭が検査対象とされていたが、USDA は、
30月齢以上の牛のみがBSEリスクを有すると
いう見解を科学的であるとして固守した。 
 食肉・畜産業者は、米国政府が、健全な科
学的思考に拠るのではなく、消費者不安に対
応した BSE 対策を導入することにより、産業
側に多大な負担を強いるのではないかと懸
念していたが、結局の所、USDA/FDA の政策は、
OIE 基準よりは厳格であったものの、過度に
制約的ではないとして、これらを支持するこ
ととなった。しかし、異論がなかった訳では
ない。産業界には、(1)全ての歩行困難牛を

流通から排除することは根拠がないなど、新
たな対策・経済活動の制限は不要で浪費であ
る、(2)結果的に BSE 陽性とされた牛は歩行
困難牛ではなかったことから、これらを取
締・検査対象とすることは間違っている、と
いった意見のほか、少数ながら(3)BSE 検査は
より厳格にすべきであり、牛肉通商再開を目
指して日本の基準に合わせるのが良い、全頭
検査をすることで市場で消費者に商品優位
性を訴えることが可能になる、との考えも表
明された。 
 上記の(3)、米国カンザス州の自社農場で
出荷牛の全頭検査を計画したクリークスト
ーン農場の求めに対し、（BSE 検査キットの供
給を管理する）USDA は、30 月齢以下の牛を
対照にして BSE検査を実施して商品を市場に
出すことは、「牛肉の安全性には差がある」
という不正確で混乱を招くメッセージを消
費者に送ることになるとして、検査キットの
供給を拒絶した。 
 米国畜産牛肉連合（NCBA）は、1996 年、英
国において BSE とヒトの疾患（変異型クロイ
トフェルト＝ヤコブ病、vCJD）との関連が示
唆されて直ちに、人々の BSえに関する知識、
牛肉の安全性と関わる態度・行動に関する広
範な消費者動向調査を開始（30 種類もの調査
を実施）しており、2003 年に米国で BSE 牛が
発見された時点で、PR キャンペーンのために
重要な聴衆を絞り込み、メディア・政策担当
者・輸出企業・消費者・牛肉流通業者を対象
としたプログラムを用意していた。(1)メデ
ィアとは電子会議を持ち、(2)メディア・消
費者の両者にとって信頼できる情報源とし
て機能するように情報を発信、(3)インター
ネットなどを通じて不正確な情報を探し出
して、可能な限りこれを正し、また適当な反
証を提示、(4)政府（行政）関係者に対して
も、市民には科学に基づいた情報を提供する
よう働きかけると同時に、(5)牛肉の販売促
進のための広告活動の強化などが、その眼目
である。メッセージは科学的なものであり、
消費者の信頼感を醸成することが重要とさ
れた。 
 この時期には、種々の市民団体が運動を活
発化した。前述の市民のための科学センター
に加えて、消費者連盟、全米消費者活動連合、
全米消費者法センター、米国公共利益研究グ
ループ、更には動物の倫理的取扱いをめざす
市民団体が、安全を目指したより厳しい政府
介入を求めた。一方で、畜産農業の支援・代
弁機関（フロントグループ）としては、消費
者の自由センター（Center for Consumer 
Freedom、CCF）の活動が顕著であった。この
団体は 1995 年に Philip Morris からの資金
によって設立され、Coca-Cola、Wendy ・ s、
Tyson、Cargill 等の食品・飲料品関連企業か
ら拠出金を得て活動し、「個人の自由」をキ



 

 

ーワードとして政府あるいは消費者運動団
体が食品・飲料品の有害性を訴えるのに拮抗
する。米国内で BSE の発生が確認された 2003
年 12 月以後、CCF は「狂牛病には科学的に非
解明部分が多い」などのメディア投稿・広報
活動を展開してきた。 
 こうした状況下で、全米畜産牛肉協会
（NCBA）は、BSE による消費者不安の払拭に
努めた。その結果、消費者は米国産牛肉の安
全性に高い信頼を維持し、アトキンス（低炭
水化物・高タンパク質）ダイエットの流行、
またイラク戦争の勃発など社会的に着目を
集めた事件が狂牛病報道を脇に押しやった
という好条件も重なり、他の諸国にあったよ
うな牛肉消費の落ち込みは見られず、逆に史
上最高の牛肉売上高を記録することとなっ
た。 
 
（5）考察、結論 
 科学的不明確さが存在する中で、また不明
確さが変化する中で、政府、企業、民間機関、
健康被害者、消費者の各々がリスクの管理に
おいてどのような役割を果たすべきか、また
国際協調についての処方箋はなく、また（マ
スメディアを含めて）議論を深めるための制
度も十分に整備・機能しているとは言い難い。
メディアの報道は各国のおかれた社会経済
的文脈を強く反映したものとなっており、
国・地域を超えてこれらの差異を論じてリス
ク管理や通商規制の国際協調に関する政策
提言を促進する機能は極めて限られたもの
である。マスメディアを政策議論、価値選択
のための社会的公共空間と捉えて、その役割
や機能を監視すると共に、戦略的利用が社会
的合理性に適ったものであるかを検証する
ことは、今後の重要な課題と考えられる。 
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